
 

 

 

茅ヶ崎都市計画高度地区の変更・新旧対照表（茅ヶ崎市） 

種類 
面積 

建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考 
新 旧 

第１種 
高度地区 

約 278 ha 約 278 ha 
建築物の高さ（建築基準法施行令（昭和 25 年政令第

338 号）の定めによる。以下同じ）の最高限度は、12
メートルとする。 

 

第２種 
高度地区 

約 697 ha 約 697 ha 建築物の高さの最高限度は、15 メートルとする。 △約 0.03 ha 

第３種 
高度地区 

約 375 ha 約 375 ha 建築物の高さの最高限度は、20 メートルとする。  

第４種 
高度地区 

約 311 ha 約 311 ha 

建築物の高さの最高限度は、31 メートルとする。 
ただし、準工業地域及び工業地域内における工業系

建築物以外の建築物（以下「その他建築物」という。）
は、20 メートルとする。 

 

合計 約 1,661 ha 約 1,661 ha   

  １．適用の除外 
次の各号のいずれかに該当する建築物について

は、上記の制限を適用しない。 
（１）都市計画法（昭和４３年６月１５日法律第１０

０号）第１２条の４に規定する地区計画等により
建築物の高さの最高限度が定められている区域
内の建築物で当該地区計画等の地区整備計画に
適合している場合。 

（２）この規定の適用の際、現に存する建築物又は現
に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物が
当該規定に適合しない部分を有する場合。ただ
し、当該規定に相当する従前の規定に違反してい
る場合、又は、当該規定に適合するに至った場合
については除く。 

（３）前号に該当する建築物（以下「制限値を超える
既存建築物」という。）が、現在の建築物の各部
分の高さの範囲内で行う大規模な修繕、大規模な
模様替若しくは用途変更を行う場合、又は上記の
制限の範囲内において増築を行う場合。ただし、
当該規定に相当する従前の規定に違反している
場合、又は、当該規定に適合するに至った場合に
ついては除く。 

（４）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関
する法律（平成１８年法律第９１号）第２条第１
項第１８号に規定する建築物特定施設のうち、廊
下、階段、エレベーターの用に供する部分を増築
する場合。 

（５）公益上やむを得ないと認められ、又は周辺の状
況により市街地環境上支障がないと認められる
もので、市長が都市計画上支障がないと認め、あ
らかじめ建築審議会の同意を得て許可した場合。 

（６）都市計画法第８条第１項第３号に規定する高度
利用地区の区域内に建築する場合。 

 

 



 

 

 

  ２.制限の緩和 
次の各号に掲げる場合の建築物の高さの最高限度

は、当該各号に定めるとおりとする。 
（１）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５

９条の２第１項、第８６条第３項若しくは第４項
又は第８６条の２第２項若しくは第３項（各条各
項の許可にあっては、容積率の限度を超えるもの
とすることができるものに限る。）の許可を受け
た場合、又はマンションの建替え等の円滑化に
関する法律（平成１４年法律第７８号）第１０
５条第１項の許可を受けた場合、その他これら
に準じるものとして市長が都市計画上支障がな
いと認め、あらかじめ建築審査会の同意を得て許
可した場合については、建築物の高さの最高限度
を高度地区の種別に応じて下表を上限とし制限
を緩和する。 

 種類       建築物の高さ 
第１種高度地区  １５メートル 
第２種高度地区  ２０メートル 
第３種高度地区  ３１メートル 
第４種高度地区   ４５メートル（ただし、準工

業地域及び工業地域内にお
ける「その他建築物」は、３
１メートルとする。） 

（２）制限値を超える既存建築物の建替え、改築で、
周辺の市街地環境の維持に支障がないものとし
て市長が都市計画上支障がないと認め、あらかじ
め建築審査会の同意を得て許可した場合につい
ては、建築物の高さの最高限度は、現在の当該制
限値を超える既存建築物の高さを上限とし制限
を緩和する。 

 
 

 

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
 
 


